




月から翌年 4 月までを漁期として漁業を営んでいた。被告 Y 1 （以下、「Y 1 」と
いう。）は、昭和62年 4 月30日から A 会社が破産手続開始決定を受けた平成23年
11月21日までの間、A 会社の代表取締役として、本件漁船の点検、整備なども含
めて、A 会社の経営全般を担当していた。被告 Y 2 （以下、「Y 2 」という。）は、
平成20年 1 月19日から平成23年11月21日までの間、A 会社の取締役として、父で








を受ける恐れがあったことなどの状況を踏まえて、Y 1 は A 会社の事業を継続
することが困難であると考えた。Y 1 は、銀行から融資を受けて A 会社の債務
を清算整理するとともに、当時、X の漁労長であった B に本件漁船での漁業を
営むことの許可を取得させて、本件漁船を賃貸し、その賃料収入を A 会社の銀
行に対する債務の返済に充てることを考えた。
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業許可証の交付を受けた。この頃、X は、Y 1 に対し、一括で買掛金を支払うこ
とを条件に、買掛金残高のうち800万円の値引きに応ずる旨の回答をしたが、
Y 1 は、X に対し、一括で支払う1500万円および値引き額800万円と買掛金残高
2337万1153円との差額分37万1153円について、更に値引きを要求したため、結
局、X との交渉はまとまらなかった。





成24年12月12日に破産手続は終結した。A 会社は、平成23年 9 月20日時点で、
5640万9047円の債務超過の状態にあって、X は、A 会社に対して2337万1153円の
債権を有し、A 会社の破産手続きにおいて、36万8400円の配当を受けたが、その
余の2300万2753円が回収不能となった。X は、当該回収不能額につき、Y 1 およ





　「本件においては、Y 1 らが、債務超過の状態にある A 会社の取締役として、
A 会社の事業を継続させるかどうか、A 会社の再建や清算などの可否も検討し





























　「A 会社の事業の内容、売上高の状況、A 会社の X に対する買掛金の支払状況
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理性を備えたものと評価でき、少なくとも、同年 8 月まで A 会社の清算整理を




か、この点に係る Y 1 の判断が著しく不合理であるということはできない。」
　「以上のとおり、A 会社の資産や損益の状況をみる限り、一定の時期におい
て、A 会社の清算整理を検討すべき状況にあったにせよ、A 会社の事業の内容、
A 会社の X に対する買掛金の支払状況（資金繰りの状況）、平成23年度における
A 会社の清算整理の計画の内容などをみる限り、結局、同年 8 月までに A 会社










































（ 1 ）　岩原伸作編『会社法コンメンタール 9 ─機関（ 3 ）』366─368頁〔吉原和志〕（商事法務、
2014年）。
（ 2 ）　吉原・前掲注（ 1 ）382頁、神田秀樹『会社法［第17版］』263頁（弘文堂、2015年）。
（ 3 ）　吉原・前掲注（ 1 ）349─350頁。直接損害については、何を直接損害とするのかにおい
て議論があり、直接損害について説明する表現として、「会社が損害を受けたか否かを問わ
ず」や「会社に損害がなく」などとする狭義の表現をすることもあると述べている。












































（法律文化社、2012年）、加美・前掲注（ 4 ）363─365頁、神田・前掲注（ 2 ）261─262頁。
（ 6 ）　吉原・前掲注（ 1 ）343頁。
（ 7 ）　江頭憲治郎他編『会社法大系 3 』247頁〔奥宮京子〕（青林書院、2008年）、吉原・前掲
注（ 1 ）343頁、石山他・前掲注（ 5 ）185頁〔河内〕。




（ 9 ）　江頭・前掲注（ 8 ）503頁、江頭他編・前掲注（ 7 ）246頁〔奥宮〕、加美・前掲注（ 4 ）
363─365頁、神田・前掲注（ 2 ）263頁。









































（12）　江頭・前掲注（ 8 ）464頁、江頭他編・前掲注（ 7 ）232─236頁〔松山昇平・門口正人〕、
吉原・前掲注（ 1 ）366─367頁、最判平成22・ 7 ・15判時2091号90頁。
（13）　江頭・前掲注（ 8 ）464頁。
（14）　江頭・前掲注（ 8 ）506頁、黒沼・前掲注（ 8 ）25─26頁、吉原・前掲注（ 1 ）368頁。
（15）　吉原・前掲注（ 1 ）381頁。
188　　早法 92 巻 4 号（2017）
（ 1 ）　①福岡高裁宮崎支部　平成11年 5 月14日判決（判タ1026号254頁）
　この判決は、経営状態が悪化した状態の下で事業を継続し、代金支払いの見込
みがないのに商品を仕入れたことで損害を被ったとして、納入業者が、破産宣告
































































（ 1 ）　X が被った損害は間接損害と直接損害のいずれの損害に当たるのか
　代表取締役および取締役である Y 1 らが、A 会社が債務超過の状態にあるに
もかかわらず、引続き X との取引を行ったため、X が被った損害は直接損害に
当たるといえる。しかし、Y 1 らの経営により会社が債務超過の状態に陥ったこ
とにより、X が損害を被ったともいえることで、本事案は間接損害の事例にな



















































年度に、取締役である Y 1 らの経営判断においては、上記①の福岡高裁宮崎支
部、③の大阪高裁の判旨で述べられた会社再建もしくは事業中断に関する慎重な
検討義務や努力義務が生じうると考えられる。したがって、裁判所は取締役であ
る Y 1 らにその義務が発生した時点以降についての責任をより詳細に検討する必
要があったのではないかと思われ、その検討がなされていない点には疑問があ
る。
